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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、第86期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されてお

り、また潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第87期より従業員数に占める臨時雇用者数の割合が高くなったため、従業員数の［外書］として記載してお

ります。 

４ 純資産額の算定にあたり第90期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

５ 第90期より、第89期まで持分法を適用しておりました日本カイノール株式会社を新たに連結の範囲に含めて

おります。また、第89期まで連結の範囲に含めておりました群栄興産株式会社を連結の範囲から除外し、持分

法適用の関連会社としております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 16,313 18,364 22,469 23,245 22,053

経常利益 (百万円) 387 1,400 2,888 2,672 1,218

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) △160 1,287 2,069 1,666 178

純資産額 (百万円) 36,128 38,180 39,639 42,117 40,884

総資産額 (百万円) 43,101 45,902 53,063 56,149 54,541

１株当たり純資産額 (円) 464.45 494.42 516.52 549.98 543.10

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △1.91 16.18 26.28 21.03 2.36

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 83.8 83.2 74.7 75.0 73.2

自己資本利益率 (％) ― 3.5 5.3 4.1 0.4

株価収益率 (倍) ― 20.4 17.9 22.9 145.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,342 1,236 3,138 3,372 3,132

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △367 △1,536 △3,656 △3,966 △3,825

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,322 △471 2,464 △800 △296

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 4,677 3,900 5,844 4,470 3,550

従業員数 
〔ほか、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
403 368 366 374 381

[―]   [34] [51] [63] [69]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、第86期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失が計上されてお

り、また潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第89期の１株当たり配当額10円（１株当たり中間配当額３円）には、資本金減少に伴う特別配当３円を含ん

でおります。 

 また、第90期の１株当たり配当額６円のうち１株当たり期末配当額３円の配当原資は資本剰余金でありま

す。 

４ 純資産額の算定にあたり第90期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

５ 平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議により、資本金の額を20,305百万円から5,000百万円に無償で

減少させ、その全額15,305百万円をその他資本剰余金へ振替えております。 

  

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 13,379 15,293 18,940 19,184 16,767

経常利益 (百万円) 34 1,086 2,689 2,107 473

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) △324 1,168 2,019 1,364 188

資本金 (百万円) 20,305 20,305 20,305 20,305 5,000

発行済株式総数 (株) 89,983,085 89,983,085 89,983,085 89,983,085 89,983,085

純資産額 (百万円) 35,994 37,932 39,346 41,469 39,105

総資産額 (百万円) 41,543 44,245 51,209 53,400 51,234

１株当たり純資産額 (円) 462.44 490.87 512.32 541.04 531.68

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額)

(円)
2.00
(―)

4.00
(―)

6.00
(2.00)

10.00
(3.00)

6.00
(3.00)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △3.86 14.67 25.64 17.14 2.49

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 86.6 85.7 76.8 77.7 76.3

自己資本利益率 (％) ― 3.2 5.2 3.4 0.5

株価収益率 (倍) ― 22.5 18.4 28.1 137.8

配当性向 (％) ― 27.3 23.4 58.3 241.0

従業員数 (名) 320 288 285 285 258



２ 【沿革】 

  

 
  

昭和21年１月 群馬栄養薬品株式会社を設立、ぶどう糖の生産を開始。

昭和26年９月 工業用フェノール樹脂の生産開始。

昭和28年６月 商号を群栄化学工業株式会社に変更。

昭和30年７月 中央区(現・千代田区)に東京営業所(現・支店)開設。

昭和35年12月 大阪市北区に大阪営業所(現・支店)開設。

昭和36年４月 高崎市大八木町にフェノール樹脂工場及び澱粉糖類工場新設。

昭和38年２月 本社を高崎市大八木町に移転。

昭和39年３月 名古屋市中村区に名古屋営業所(現・支店)開設。

昭和46年12月 群栄商事株式会社を設立。(現・連結子会社)

昭和49年５月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場。

 同 年５月 群栄興産株式会社を設立。(現・関連会社)

昭和51年８月 高崎支店開設。

 同 年10月 滋賀県甲西町(現・湖南市)にフェノール樹脂工場(現・滋賀工場)新設。

昭和54年10月 株式を東京証券取引所市場第一部に上場。

昭和57年３月 北海道砂川市に異性化糖工場(砂川工場)新設。

 同 年３月 日本カイノール株式会社を設立。(現・連結子会社)

 同 年４月 高崎工場内にカイノール工場を新設し高機能繊維「カイノール」の生産開始。

昭和62年７月 米国ボーデン社と合弁出資によりボーデン式鋳造法によるシステム販売を目的とした

群栄ボーデン株式会社を設立。(現・連結子会社)

昭和63年10月 砂川工場(異性化糖工場)閉鎖。

平成元年１月 高崎市宿大類町に澱粉糖類工場(現・群馬工場)新設。

平成２年11月 日商岩井㈱及びタイ王国ブライトン社他と合弁出資により、タイ王国にフェノール樹

脂の製造販売を目的としたタイ ジーシーアイ レヂトップ カンパニー リミテッドを

設立。(現・連結子会社)

平成４年５月 本社を高崎市宿大類町に移転。

平成９年３月 群馬工場内にフェノール樹脂工場新設。

 同 年10月 株式会社ビッグトレーディングを設立。(現・連結子会社)

平成17年４月 株式会社羽鳥研究室を設立。（現・連結子会社）



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社６社及び関連会社２社で構成され、化学品(合成樹脂)、食品(澱粉糖類)

及び高機能繊維の製造販売、不動産活用業を主な内容とし、事業活動を行っております。 

当社グループが営んでいる主な事業内容、各関係会社等の当該事業に係る位置付け及び事業の種類別セ

グメントとの関連は次のとおりであります。 

次の３事業は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等」に掲げる事業の種類別セグメント情報と同

一の区分であります。 

なお、前連結会計年度まで持分法を適用しておりました日本カイノール株式会社については、株式の追

加取得により実質的に支配していると認められることとなったため、当連結会計年度より連結の範囲に含

めております。 

また、前連結会計年度まで連結の範囲に含めておりました群栄興産株式会社については、株式譲渡によ

り実質的に支配しているとは認められなくなったため、当連結会計年度より連結の範囲から除外し、持分

法適用の関連会社となりました。 

  

 
  

区分 主要製品等 生産会社 主要販売会社

化学品事業

工業用フェノール樹脂(レヂトップ)

ユリア・メラミン系接着剤(エイボンド)

鋳物用粘結剤、真球状樹脂

可塑剤(グルコサイザー)、ホルマリン

ボーデンプロセス用樹脂及び硬化剤

(Betaset, ALpHASET)

当社 

タイ ジーシーアイ レ

ヂトップ カンパニー 

リミテッド

タイ ジーシーアイ レ

ヂトップ カンパニー 

リミテッド 

群栄商事㈱ 

群栄ボーデン㈱

食品事業

異性化糖(スリーシュガー)

ぶどう糖(コーソグル群栄)

水飴(マルトフレッシュ)、穀物シロップ

オリゴ糖(グンエイオリゴ)

当社 群栄商事㈱

その他事業
高機能繊維(カイノール) 

不動産活用業

当社 日本カイノール㈱



事業の系統は次のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４ 群栄商事㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)が連結売上高の10％を超えておりま

す。 

 
  

  

名称 住所
資本金

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

群栄商事㈱ 
(注)２、４

群馬県高崎市 100
化学品事業

食品事業
その他事業

100

当社の製品販売先である。 

当社より借入を受けている。 

役員の兼任１名

タイ ジーシーアイ レヂトップ 
カンパニー リミテッド 
(注)５

タイ王国

ラヨーン県
マプタプット市

千バーツ

288,000
化学品事業 60.2

当社が製造権及び販売権を許

諾している。 

役員の兼任２名

群栄ボーデン㈱ 群馬県高崎市 20 化学品事業 95.0
当社の製品販売先である。 

役員の兼任２名

日本カイノール㈱ 大阪府大阪市北区 151 その他事業 51.7
高機能繊維「カイノール」の

販売先である。 

役員の兼任３名

㈱ビッグトレーディング 群馬県高崎市 10
化学品事業

食品事業
その他事業

100
当社の業務委託先である。 

役員の兼任１名

㈱羽鳥研究室 群馬県高崎市 10
化学品事業 

食品事業
100

当社の業務委託先である。 

役員の兼任１名

(持分法適用関連会社)

ユニプラ㈱
埼玉県狭山市 30 化学品事業 30.0 役員の兼任１名

群栄興産㈱ 群馬県高崎市 10 その他事業 20.0

当社が加入している保険の代

理店である。 

当社より借入を受けている。

主要な損益情報等 ①売上高 9,486百万円

②経常利益 107 〃

③当期純損失 281 〃

④純資産額 144 〃

⑤総資産額 5,417 〃



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日7.5時間換算）であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は群栄化学工業労働組合と称し、現在、日本化学エネルギー産業労働組合連合会

に所属し、組合員数は平成19年３月31日現在187名であります。また、労使関係は安定しており特記す

べき事項はありません。 

なお、連結子会社には労働組合はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

化学品事業
280

(56)

食品事業
64

(9)

その他事業
37

(4)

合計
381

(69)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

258 42.2 20.0 6,873,683



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油高をはじめとした原材料価格の上昇等の不安要因を抱え

ながらも、企業収益の改善による好調な設備投資及び堅調な個人消費により、景気は緩やかな回復基調

で推移しました。 

樹脂業界は、原油高をはじめとした原材料価格の上昇等により厳しい状況が続きましたが、半導体業

界向け樹脂が好調に推移したほか、自動車関連業界及び住宅関連業界向け樹脂も堅調に推移しました。

糖化業界は、夏場の天候不順等の影響により需要が伸びず、清涼飲料及びアルコール飲料向けが低迷

しました。 

このような状況のもと、当社グループの売上高は前年同期比5.1％減の22,053百万円となりました。 

利益面では、経費削減や原材料価格上昇分の販売価格の是正を行うなどの努力をいたしましたが、糖

化製品の伸び悩みや新工場稼動に伴う減価償却費などの経費が増加し、経常利益は前年同期比54.4％減

の1,218百万円となりました。また、当社高崎工場の休止設備について減損損失を計上したこと等によ

り当期純利益は前年同期比89.3％減の178百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

［化学品事業］ 

電子材関連や自動車関連向け樹脂が堅調に推移したほか、原材料価格上昇分の販売価格の是正を行っ

てまいりました。また、海外子会社も好調に推移した結果、売上高は前年同期比7.1％増の14,109百万

円となりましたが、新工場稼動に伴う減価償却費などの経費が増加したことにより、営業利益は前年同

期比23.4％減の1,192百万円となりました。 

［食品事業］ 

夏場の天候不順等により清涼飲料向け異性化糖が伸び悩んだほか、アルコール飲料向け高機能穀物シ

ロップが大幅に減少した結果、売上高は前年同期比35.0％減の4,954百万円となりました。また、エタ

ノール燃料向けとしてトウモロコシが使用されたことにより澱粉原料が高騰した結果559百万円の営業

損失（前年同期より1,304百万円減）となりました。 

［その他事業］ 

高機能繊維カイノールは、国内において溶剤回収用途向けが堅調に推移したほか、海外において摩擦

材等が増加したことにより、売上高は前年同期比21.8％増の2,989百万円となりましたが、原材料価格

の上昇により営業利益は前年同期比1.6％減の143百万円となりました。 

なお、当連結会計年度より日本カイノール株式会社が持分法適用関連会社から連結子会社となってお

ります。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益の減少と法

人税等の支払額の増加により、前年同期比240百万円減少し3,132百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、関連会社株式の取得等と新工場の完成及び当社本社隣接地の

購入等による支出があったものの、投資有価証券の償還・売却等による収入により、前年同期比140百

万円支出が減少し3,825百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の購入や配当金の支払による支出があったものの、

設備投資のための借入により収入が増加したため、前年同期比503百万円支出が減少し296百万円の支出

となりました。 

この結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前年同期比920百万円（20.6％）減少し

3,550百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当社グループは受注見込みによる生産方式をとっております。 

  

(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
  ※ 当連結会計年度については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

化学品事業 13,037 ＋6.3

食品事業 4,343 △34.3

その他事業 576 △0.3

合計 17,957 △7.7

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

化学品事業 502 △26.7

食品事業 519 △42.0

その他事業 1,620 ＋4.0

合計 2,642 △15.8

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

化学品事業 14,109 ＋7.1

食品事業 4,954 △35.0

その他事業 2,989 ＋21.8

合計 22,053 △5.1

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

サッポロビール㈱ 3,139 13.5 ─ ─



３ 【対処すべき課題】 

今後の当社グループを取り巻く経営環境は、個人消費や企業の設備投資の伸びが期待され、引き続き緩

やかな拡大基調を維持するものと見込まれますが、原材料価格の高騰や金利の上昇懸念、米国経済の減速

懸念をはじめとする海外経済の動向など先行きの不透明感は払拭されません。 

このような環境のもと当社グループは、下記の３点を重要課題として取り組んでまいります。 

  

（１）開発型企業への変革 

当社グループは、研究開発力をバックボーンとして、新規製品上市比率30％という中長期的目標のもと

開発型企業へと変革してまいります。フェノール誘導体・澱粉誘導体へと研究開発の視野を広げ、高付加

価値製品の開発や市場開拓を進め、営業利益の持続的な向上を目指してまいります。 

  

（２）経営の変革 

当社グループは、取締役４名により需要の変化及び市場動向の変化にも細心の注意を払い、より素早い

対応ができる体制のもと企業経営を行っていくとともに、現在の経営環境及び入手可能な情報に基づき最

善の経営方針の立案に努めてまいります。 

また、権限の委譲された執行役員５名により意思決定の迅速化、責任の明確化を図り、世界に通用する

競争力のある新規製品を開発していくとともに、事業化を推進してまいります。 

  

（３）環境保全への取り組み 

当社グループは、環境問題への取り組みを経営の重要テーマとして位置づけており、環境マネジメント

システムに関する国際規格「ＩＳＯ１４００１」を平成11年に認証取得しております。今後も同規格によ

る環境マネジメントシステムの運用により、消費エネルギーや廃棄物の削減を中心に、全社をあげて環境

保全型企業を目指してまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループでは、経営活動に脅威となる事象をリスクと認識し、そのリスクの顕在化を未然に防止す

るなど、経営への影響を最小限にとどめるよう対応に努めていく方針であります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。 

  

（１）原材料の価格変動について 

化学品事業の主原料であるフェノールの購入価格は、世界的に高騰している原油の市況に大きく左右さ

れます。また食品事業の主原料である澱粉の購入価格は、トウモロコシの市況に左右されます。 

これらは、当社グループ製品の材料費のコストアップ要因となります。このコストアップに対して原価

低減や製品価格への転嫁により対処していく考えでありますが、原材料価格が高騰した場合は、当社グル

ープの業績及び財政状況に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

  

（２）天候不順等について 

飲料向け異性化糖などの食品事業は、天候による影響を受けます。冷夏などの天候不順による個人消費

動向の変化が、当社グループの業績及び財政状況に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

  

（３）保有有価証券について 

当社グループは、事業政策上取引先等の株式の相互保有と余剰資金運用の一環として有価証券投資を行

っております。運用及び投資対象銘柄につきましては、安全性を基本としておりますが、証券市場におけ

る市況の悪化等によっては、当社グループの業績及び財政状況に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

  

但し、影響を与えるリスクは、これらに限定されるものではありません。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

  該当事項はありません。 

  

  
  



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、売上高に対する新製品比率を30％以上とすることを目標とし、主力製品であるフェノ

ール樹脂及び澱粉糖製品分野でのコア技術の深耕及び蓄積を継続するとともに、従来の素材開発から新た

に技術集約型である製品川下材料分野への用途展開を図り、それに必要な材料設計技術を新規コア技術と

して位置づけその獲得を目指してまいります。 

現在、当社の開発本部及び子会社の研究部門が研究開発活動を行っております。 

当連結会計年度より、川下分野への用途展開を図るべく、当社開発本部内に研究開発グループと市場開

発グループを設置し、タイムリーな顧客ニーズの取り込み及びシーズの開発促進を行っております。 

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は885百万円であり、事業の種類別セグメントの研

究開発活動を示すと次のとおりであります。 

  

[化学品事業] 

主に当社が中心となり、電子材料、機能材料、複合材料、成型材料の４材料分野別に川下への材料開発

を行っており、材料設計技術としての高分子構造設計、アロイ、ブレンド、成形加工、実用評価技術に注

力し、半導体、電気・電子、自動車、工業材料分野への新製品上市を目指しております。 

 当連結会計年度では、半導体用耐熱接着材料及び耐熱金属接着性プライマーを実用化し、ＬＣＤ用材

料、高熱伝導材料、有機ナノファイバー材料等においては実用化に向けて開発中であります。 

 また、細粒径真球状樹脂や糖類を化学修飾することによる新しい機能を持つ難燃性材料の開発を行い、

医薬用途を初めとした用途開発をすすめております。 

当連結会計年度に係る研究開発費は629百万円であります。 

[食品事業] 

当社が中心となり、機能食品、糖誘導体、穀物糖化材料の３分野別に川下への材料開発を行っており、

酵素応用技術、合成技術、糖化パイロットプラント、高度な分析技術等を駆使して技術集約型の新製品開

発をすすめております。 

 当連結会計年度では、澱粉糖化技術の応用として、さまざまな新規穀物シロップ材料を開発いたしまし

た。 

当連結会計年度に係る研究開発費は224百万円であります。 

[その他事業] 

主に当社が中心となり、高機能繊維（カイノール）等の研究開発を行っており、新規プロセスを含めた

コストダウンによる用途拡大をすすめております。 

当連結会計年度に係る研究開発費は31百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）財政状況の分析 

当社グループの当連結会計年度における総資産は、当社本社近隣土地の購入等による有形固定資産の増

加があったものの、投資有価証券の償還・売却により前年同期比1,608百万円減の54,541百万円となりま

した。純資産は、自己株式の取得による減少と株式等の評価差額金の減少により前年同期比1,233百万円

減の40,884百万円となりました。 

この結果、自己資本比率は前年同期比1.8ポイント減の73.2％となりましたが、金利上昇の影響を受け

にくい健全な財務体質を維持しております。 

  

（２）経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度における経営成績は、長年にわたり研究開発に先行投資を行ってきた結

果として付加価値の高い新製品の販売が拡大するとともに、原材料価格上昇分の価格是正を行ってまいり

ました。しかし、それを上回る原材料価格の高騰と前連結会計年度からの新工場の稼動に伴う減価償却費

等の経費の増加により営業利益は減少いたしました。今後、更なる組織の簡素化と労働生産性の向上に取

り組み、競争力のある企業体質を構築して、収益力並びに株主資本利益率（ＲＯＥ）を高めてまいりま

す。 

  

（３）資金の流動性についての分析 

当社グループの当連結会計年度における資金の状況は、税金等調整前当期純利益の減少及び法人税等の

支払額の増加による支出により、営業活動により獲得した資金は前年同期比240百万円減少し3,132百万円

のキャッシュ・イン・フローとなりました。 

営業活動により獲得した資金に加え、借入を行い、設備投資を中心とした投資活動に3,825百万円（前

年同期比140百万円減）支出し、財務活動においては、自己株式の取得及び配当金の支払等を行いまし

た。 

この結果、資金の当連結会計年度末残高は、3,550百万円（前年同期比920百万円減）となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは競争の激化に対処し、製品の信頼性及び品質向上に重点を置き、併せて合理化、省力化

投資を行うとともに、環境保全への取組みとして省エネルギー化投資を行っております。また、将来の事

業拡大に備え本社隣接土地を購入しております。 

当連結会計年度の設備投資の総額は5,137百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資について

示すと、次のとおりであります。 

 [化学品事業] 

生産設備の機能維持のための合理化と更新工事及び研究開発の充実のための開発投資を行うとともに、

当社群馬工場内に前連結会計年度からのスクラップ・アンド・ビルドの一環として合成樹脂生産設備の建

設を完了いたしました。また、省エネルギー化投資としてユーティリティ設備の更新を行っております。

海外子会社においても能力増強のため合成樹脂製造設備の建設を行っております。 

 当連結会計年度の設備投資額は3,427百万円であります。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

[食品事業] 

生産設備の機能維持のための合理化と更新工事を行うとともに、省エネルギー化投資としてユーティリ

ティ設備の更新を行っております。 

 当連結会計年度の設備投資額は1,165百万円であります。 

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

[その他事業] 

高機能繊維の品質向上と生産設備の機能維持のための合理化と更新工事を行いました。 

 当連結会計年度の設備投資額は544百万円であります。  

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上記中の＜内書き＞は、連結会社以外への賃貸設備であります。 

４ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃貸設備の内訳は、下記のとおりであります。 

 
  

  

(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２ 上記中［内書］は、連結会社以外からの賃借設備であります。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地

(面積ｍ2)
その他 合計

高崎工場 
(高崎市)

化学品事業 
その他事業

合成樹脂生産設備 
高機能繊維等生産
設備

15 30 243
(41,294) 0 289 30

滋賀工場 
(湖南市)

化学品事業 合成樹脂生産設備 682 642 763
(59,769) 15 2,103 48

群馬工場 
(高崎市)

食品事業 
化学品事業

澱粉糖類生産設備 
合成樹脂生産設備 2,841 4,464 1,784

(71,528) 76 9,166 67

本社・研究所 
(高崎市)

化学品事業
食品事業
その他事業

全社的管理業務 
研究開発設備 
賃貸用設備

2,935
<462> 311 4,267

<588>
400
<4>

7,915
<1,055> 113

 

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地

(面積ｍ2)
その他 合計

群栄商事㈱
本社事務所 
(高崎市)

化学品・食品
・その他事業

販売業務 0 － 1
(837) 2 4 35

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容 台数 リース期間

年間 
リース料 
(百万円)

リース 
契約残高 
(百万円)

群栄商事㈱
本社事務所 
（高崎市）

その他事業 自動販売機 289台
平成14年５月～ 
平成23年９月

30 76

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 

の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地

(面積ｍ2)
その他 合計

タイ ジーシーアイ 
レヂトップ 
カンパニー 
リミテッド

タイ工場 
(タイ王国 
ラヨーン県)

化学品事業
合成樹脂
生産設備 173 658

－
(45,915)
[45,915]

17 849 58



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの

名称
設備の内容

投資予定額
資金

調達方法
着手年月

完成予定 
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
群馬工場 
(高崎市)

化学品事業
合成樹脂生
産設備

200 － 自己資金
平成19年
７月

平成19年
11月

合理化のた
め能力の増
強は殆どな
し

その他事業
高機能繊維
生産設備

2,238 － 借入金
平成19年
７月

平成20年
４月

合理化のた
め能力の増
強は殆どな
し



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 資本準備金による自己株式の消却であります。 

２ 平成14年６月27日開催の定時株主総会決議に基づく資本準備金減少であり、資本準備金減少差益へ振替えた

ものであります。 

３ 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議に基づく資本金減少であり、資本金減少差益へ振替えたものであ

ります。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 176,211,000

計 176,211,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 89,983,085 89,983,085
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 89,983,085 89,983,085 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成14年４月１日～ 
平成14年６月27日 
(注)１

△7,469 89,983 ― 20,305 △1,459 11,927

平成14年７月31日 
(注)２

― 89,983 ― 20,305 △4,000 7,927

平成18年８月３日 
(注)３

― 89,983 △15,305 5,000 ― 7,927



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式16,430,833株は「個人その他」に16,430単元及び「単元未満株式の状況」に833株含めて記載して

おります。 

２ 「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が13単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 上記のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  469千株 

２ 上記には、自己保有株式16,430千株（18.26％）及び、群栄化学取引先持株会名義のユニプラ株式会社所有

の相互保有株式247千株（0.27％）は含まれておりません。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) ― 47 34 125 43 1 8,364 8,614 ―

所有株式数 
(単元)

― 23,953 531 12,475 1,486 2 50,670 89,117 866,085

所有株式数 
の割合(％)

― 26.88 0.59 14.00 1.67 0.00 56.86 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三井化学株式会社 東京都港区東新橋１丁目５－２ 6,185 6.87

群栄化学取引先持株会 群馬県高崎市宿大類町700 3,883 4.32

株式会社群馬銀行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

群馬県前橋市元総社町194
（東京都中央区晴海１丁目８－12）

3,045 3.38

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
（常任代理人 日本マスタート
ラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目４－５
（東京都港区浜松町２丁目１１－３）

2,796 3.11

株式会社横浜銀行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

神奈川県横浜市西区みなとみらい３丁目１－
１ 
（東京都中央区晴海１丁目８－12）

2,458 2.73

株式会社みずほ銀行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

東京都千代田区内幸町１丁目１－５
（東京都中央区晴海１丁目８－12）

2,105 2.34

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,943 2.16

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,584 1.76

有 田 喜 一 群馬県高崎市 1,573 1.75

三菱瓦斯化学株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目５－２ 1,485 1.65

計 ― 27,059 30.07



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が13,000株(議決権13個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄には自己保有株式833株及びユニプラ株式会社所有の相互保有株式244株が含まれており

ます。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)  ユニプラ株式会社の「他人名義所有株式数」は、群栄化学取引先持株会(高崎市宿大類町700)を通して購入し

たもので同会の名義となっております。 

  

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式) 
普通株式  16,430,000 

― ―

(相互保有株式) 
普通株式   247,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  72,440,000 72,440 ―

単元未満株式 普通株式    866,085 ― ―

発行済株式総数      89,983,085 ― ―

総株主の議決権 ― 72,440 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
群栄化学工業株式会社

高崎市宿大類町700 16,430,000 ― 16,430,000 18.3

(相互保有株式) 
ユニプラ株式会社

狭山市柏原337―24 ― 247,000 247,000 0.3

計 ― 16,430,000 247,000 16,677,000 18.5



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

  
会社法第155条第３号による取得 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  
旧商法第221条第６項による取得 

 
会社法第155条第７号による取得 

 
(注)  当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
(注)  当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りに及び買増しによる株式数は含めておりません。 
  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第３号並びに会社法第155条第７号によ

る普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成18年６月29日)での決議状況 
(取得期間 平成18年６月30日～平成19年６月27日)

6,600,000 2,300,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 2,932,000 955,723,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 3,668,000 1,344,277,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 55.6 58.4

当期間における取得自己株式 772,000 245,033,000

提出日現在の未行使割合(％) 43.9 47.8

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式数 3,638 1,752,745

当期間における取得自己株式 ― ―

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式数 180,562 58,044,429

当期間における取得自己株式 9,205 3,034,375

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求) 20,243 5,236,640 1,698 446,770

保有自己株式数 16,430,833 ― 17,210,340 ―



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要施策の一つとして位置づけております。財務体

質を強化しつつ、事業の成長を図り、業績に裏付けされた成果の配分を株主の皆様に行うことを基本方

針とし、当期純利益の50％を目標とした配当を目指してまいりたいと考えております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定

機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 内部留保資金につきましては、将来における株主の皆様の利益拡大のために新規事業及び成長する事

業分野に投入してまいります。 

当事業年度の配当金につきましては、１株につき３円の中間配当を実施し、期末配当金につきまして

は、１株につき３円とし、年間配当金６円と致しました。 

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
※平成19年６月27日定時株主総会決議における配当金の原資は資本剰余金であり、純資産減少割合

は、0.006であります。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成18年11月10日 
取締役会決議

227 3

平成19年６月27日 
定時株主総会決議

220 3

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 285 338 501 565 493

最低(円) 158 206 259 391 272

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 379 351 319 332 348 346

最低(円) 337 272 302 306 316 320



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

─ 有 田 喜 一 昭和18年２月23日生

昭和42年４月 当社入社

(注)４ 1,573

昭和49年12月 取締役滋賀工場建設部長就任

昭和52年11月 常務取締役就任

昭和56年７月 代表取締役副社長就任

昭和62年７月 群栄ボーデン株式会社代表取締役

社長就任

昭和63年７月 当社代表取締役社長就任(現）

平成９年10月 株式会社ビッグトレーディング代

表取締役就任

平成10年６月 日本カイノール株式会社代表取締

役就任

 同 年同月 群栄商事株式会社代表取締役会長

就任

平成12年７月 群栄ボーデン株式会社代表取締役

会長就任

常務取締役
統括部門・ 
営業部門 
管掌

野 田 秀 和 昭和23年1月31日生

平成17年６月 大日本インキ化学工業株式会社ポ

リマ添加剤事業部副事業部長退職

(注)４
8

 同 年同月 当社入社

 同 年同月 ジェネラルスタッフ

平成18年５月 統括部門・営業部門管掌就任

平成18年６月 常務取締役統括部門・営業部門管

掌(現)

取締役
営業部門副
管掌兼海外
営業本部長

有 田 喜一郎 昭和46年３月11日生

平成10年４月 当社入社

(注)４
215

平成14年７月 営業本部副本部長

平成16年６月 取締役管理本部長

平成17年７月 取締役管理本部ダイレクター

平成18年５月 取締役営業部門副管掌・海外営業

本部長(現)

 同 年同月 日本カイノール株式会社代表取締

役社長就任(現)

取締役
生産部門 
管掌

額 田   寛 昭和30年２月12日生

平成２年４月 ホーユー株式会社代表取締役退任

(注)４
22

 同 年５月 当社入社

平成14年７月 糖質営業部長

平成16年６月 取締役食品事業部長

平成17年７月 取締役食品事業部ダイレクター

平成18年５月 取締役生産部門管掌(現)

監査役 
（常勤）

─ 櫻 井 紘 一 昭和18年２月22日生

昭和62年４月 日新カップ株式会社食品化工部東

京事業所長退職

(注)５
121

 同 年５月 当社入社 企画部長

平成４年６月 取締役エンジニアリング部長就任

 同 年10月 取締役生産本部長

平成10年７月 取締役新規営業部長

平成14年７月 取締役管理本部副本部長兼経営管

理室長

平成15年６月 常勤監査役就任(現)



  

 
(注) １ 取締役有田喜一郎は、代表取締役社長有田喜一の長男であります。 

２ 監査役櫻井紘一は、代表取締役社長有田喜一の妹の配偶者であります。 

３ 監査役石田光男、星野昌洋は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４ 取締役の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

５ 常勤監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結時の時から平成22年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。 

６ 監査役の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 ─ 石 田 光 男 昭和８年10月18日生

平成９年６月 さくらカード株式会社代表取締役

会長就任 (注)６
―

平成10年６月 同退任

 同 年６月 当社監査役就任(現)

監査役 ─ 星 野 昌 洋 昭和20年１月５日生

平成９年６月 株式会社横浜銀行取締役横須賀支

店長就任
(注)６

5平成10年11月 預金保険機構へ出向

平成13年６月 株式会社朋栄代表取締役社長就任

 同 年６月 当社監査役就任(現)

計 1,944



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、法令の遵守に基づく企業倫理の重要性を認識するとともに、経営の健全性を向上さ

せ企業価値を高めることを経営上の最重要課題の一つとして位置づけております。その実現のために経

営責任の明確化、意思決定の迅速化を図り、コーポレート・ガバナンスを強化し、経営組織の改革をす

すめ、グループ全体の経営戦略を総合的に推進していく所存であります。 

  

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

１．会社の機関の内容 

 ①当社は監査役会制度採用の経営体制を基本としております。監査役は社外監査役２名を含めた３

名の監査役体制で臨んでおり、経営会議に監査役が出席し業務執行に対する監視を行うなど、監査

役会制度の充実強化を図っております。また当社は、社外取締役の選任は行っておりませんが、監

査役を含めた活発な審議を行うなど、取締役会の機動性を重視した体制を採っております。 

  取締役会は月１回の定例取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、法令で定められた

事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を逐次監督しております。 

 ②当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。 

 ③当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主および実質株主の議決権の３

分の１以上を有する株主および実質株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定

めております。 

 ④当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動

的に遂行することを可能にするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によ

って市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

２．内部統制システムの整備の状況 

  内部統制システムとして、取締役会のほか会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題など、重要

事項について事前討議するための機関として専任取締役による経営会議を適宜実施しております。

これにより、取締役の業務執行が法令及び定款に適合しかつ効率的に行われ、適正な経営の意思決

定が可能となる体制を構築しております。 

  また、顧問契約を結んでいる法律事務所より法律上の判断を必要とする場合に適宜アドバイスを

受けており、適法性に留意しております。 

３．内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

  内部監査は、監査計画に従い各支店及び各工場について監査が実施され業務活動の効率性及び法

令の遵守状況を監督しております。 

監査役監査は、年間の監査方針、監査計画及び監査役職務分担に基づき監査が実施されておりま

す。なお、監査役は、内部監査及び監査法人の監査の立会い・連携により、業務執行の妥当性、効

率性を幅広く検証し経営監視を行っております。 

会計監査は、あずさ監査法人に依頼しており、業務を執行した公認会計士の氏名及び業務に係る

補助者の構成は以下のとおりです。 

  
 業務を執行した公認会計士の氏名     平田  稔 
                     福田  厚 
 業務に係る補助者の構成         公認会計士    ５名 
                     その他      ５名 



（２）リスク管理体制の整備の状況 

コンプライアンス、環境、安全衛生、品質などに対するリスク管理体制としては各委員会及び関

係業務担当部署との連携並びに内部統制システムによりリスクを回避、予防、管理しております。

  

提出日現在の当社の業務執行・経営の監督の仕組み、内部統制システム及びリスク管理体制の模

式図は次のとおりです。 

 

  



（３）役員報酬・監査報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は

以下のとおりであります。 

 
(注)１ 取締役に対する報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれてお

りません。 

(注)２ 取締役に対する報酬等の額には、当事業年度の取締役賞与引当額10百万円が含ま

れております。 

  

 
  

（４）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

の概要 

当社は社外取締役の選任は行っておりませんが、社外監査役２名は取引先金融機関からの就任で

あります。 

  

役員報酬

 取締役に対する報酬等 77百万円

 監査役に対する報酬等 19百万円

監査報酬

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 15百万円

 上記以外の業務に基づく報酬はありません。



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度（平

成18年４月１日から平成19年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日

まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,028 3,402

 ２ 受取手形及び売掛金 ※５ 6,313 6,961

 ３ 有価証券 2,795 1,207

 ４ たな卸資産 2,362 2,423

 ５ 繰延税金資産 213 167

 ６ その他 1,933 398

   貸倒引当金 △6 △5

   流動資産合計 16,640 29.6 14,555 26.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 19,091 19,158

    減価償却累計額 ※３ △11,251 7,839 △11,748 7,409

  (2) 機械装置及び運搬具 22,954 25,063

    減価償却累計額 ※３ △17,716 5,238 △18,933 6,130

  (3) 土地 5,276 7,590

  (4) 建設仮勘定 772 4

  (5) その他 2,114 2,318

    減価償却累計額 ※３ △1,664 449 △1,795 522

   有形固定資産合計 19,577 34.9 21,657 39.7

 ２ 無形固定資産 166 0.3 128 0.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※１ 18,694 17,254

  (2) その他 1,211 1,085

    貸倒引当金 △141 △139

   投資その他の資産合計 19,764 35.2 18,200 33.4

   固定資産合計 39,508 70.4 39,986 73.3

   資産合計 56,149 100 54,541  100



 
  

 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※５ 2,350 2,959

 ２ 短期借入金 1,670 1,770

 ３ 一年内に返済する 
   長期借入金

1,121 1,563

 ４ 未払金 2,804 1,615

 ５ 未払法人税等 140 147

 ６ 賞与引当金 326 197

 ７ 役員賞与引当金 ― 10

 ８ その他 179 180

   流動負債合計 8,592 15.3 8,445 15.5

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 2,215 3,224

 ２ 繰延税金負債 935 469

 ３ 退職給付引当金 1,072 1,123

 ４ 役員退職慰労引当金 343 5

  ５ 負ののれん ― 70

 ６ その他 128 318

   固定負債合計 4,695 8.4 5,211 9.5

   負債合計 13,288 23.7 13,656 25.0

(少数株主持分)

  少数株主持分 742 1.3 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 20,305 36.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 11,774 21.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 11,114 19.8 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 2,366 4.2 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定 △132 △0.2 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※４ △3,311 △5.9 ― ―

   資本合計 42,117 75.0 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

56,149 100 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,000 9.2

 ２ 資本剰余金 26,850 49.2

 ３ 利益剰余金 10,703 19.6

 ４ 自己株式 △4,324 △7.9

   株主資本合計 38,229 70.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価差額金 1,646 3.0

 ２ 繰延ヘッジ損益 △5 △0.0

 ３ 為替換算調整勘定 35 0.1

   評価・換算差額等合計 1,676 3.1

Ⅲ 少数株主持分 978 1.8

   純資産合計 40,884 75.0

   負債純資産合計 54,541  100



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 23,245 100 22,053 100

Ⅱ 売上原価 ※２ 17,713 76.2 18,183 82.5

   売上総利益 5,531 23.8 3,870 17.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※２

3,084 13.3 3,094 14.0

   営業利益 2,447 10.5 776 3.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 141 191

 ２ 受取配当金 75 174

  ３ 投資有価証券売却益 ― 132

 ４ 負ののれん償却額 ― 6

 ５ 持分法による投資利益 37 28

 ６ 為替差益 34 6

 ７ その他 37 326 1.4 39 579 2.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 42 59

 ２ 租税公課 48 52

 ３ その他 11 102 0.4 25 137 0.6

   経常利益 2,672 11.5 1,218 5.5

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 ― 476

 ２ その他 ─ ─ ─ 4 481 2.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※３ 33 138

 ２ 固定資産評価損 ※４ ― 357

 ３ 減損損失 ※５ ― 462

 ４ 退職金制度変更による損失 ※６ 104 ―

 ５ その他 0 138 0.6 18 977 4.4

   税金等調整前当期純利益 2,533 10.9 722 3.3

   法人税、住民税及び事業税 165 256

   法人税等調整額 541 707 3.0 80 337 1.5

   少数株主利益 160 0.7 206 1.0

   当期純利益 1,666 7.2 178 0.8



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 11,773

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 11,774

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 10,038

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 1,666 1,666

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 536

 ２ 取締役賞与金 52 589

Ⅳ 利益剰余金期末残高 11,114



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 20,305 11,774 11,114 △3,311 39,882

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △229 △534 △764

 取締役賞与金 △55 △55

 当期純利益 178 178

 自己株式の取得 △1,017 △1,017

 自己株式の処分 1 5 6

 無償減資による資本金から 
 その他資本剰余金への振替

△15,305 15,305

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△15,305 15,076 △411 △1,012 △1,652

平成19年３月31日残高(百万円) 5,000 26,850 10,703 △4,324 38,229

評価・換算差額等

少数株主持分
その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

平成18年３月31日残高(百万円) 2,366 ― △132 742

連結会計年度中の変動額

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△720 △5 167 235

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△720 △5 167 235

平成19年３月31日残高(百万円) 1,646 △5 35 978



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 2,533 722

 ２ 減価償却費 1,213 1,839

 ３ 減損損失 ― 462

 ４ 負ののれん償却額 ― △6

 ５ 退職給付引当金増加額 165 43

 ６ 役員退職慰労引当金増加額（又は減少額(△)） 28 △341

 ７ 固定資産評価損 ― 357

 ８ 投資有価証券売却益 ― △609

 ９ 受取利息及び受取配当金 △217 △366

 10 支払利息 42 59

 11 売上債権の増加額(△)(又は減少額) 280 △150

 12 たな卸資産の増加額(△)(又は減少額) △406 163

 13 仕入債務の増加額(又は減少額(△)) △259 324

 14 その他 △124 528

   小計 3,257 3,027

 15 利息及び配当金の受取額 250 403

 16 利息の支払額 △41 △59

 17 法人税等の支払額 △93 △238

   営業活動によるキャッシュ・フロー 3,372 3,132

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有価証券の償還による収入 4,020 2,800

 ２ 有形固定資産の取得による支出 △4,058 △6,461

 ３ 投資有価証券の取得による支出 △4,604 △2,352

 ４ 投資有価証券の早期償還等による収入 600 1,839

 ５ 連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
   取得による純支出額等

※２ ― △131

 ６ 連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
   売却による純支出額

※３ ― △16

 ７ ３ヶ月を超える定期預金の純減少額 189 49

 ８ その他 △114 446

   投資活動によるキャッシュ・フロー △3,966 △3,825

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増加額 550 100

 ２ 長期借入による収入 277 3,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △1,052 △1,579

 ４ 自己株式の取得・売却による純支出額 △26 △1,009

 ５ 親会社による配当金の支払額 △532 △760

 ６ 少数株主への配当金の支払額 △15 △17

 ７ 少数株主からの株式取得による支出 ― △30

   財務活動によるキャッシュ・フロー △800 △296

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 20 69

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △1,373 △920

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,844 4,470

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 4,470 3,550



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 ６社

 主要な連結子会社の名称

 「第１企業の概況 ４関係会社の状況」に記載して

いるため省略しております。

１ 連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 ６社

 主要な連結子会社の名称

 「第１企業の概況 ４関係会社の状況」に記載して

いるため省略しております。 

 前連結会計年度まで持分法適用関連会社であった日

本カイノール株式会社は、当連結会計年度より連結子

会社となりました。 

 なお、日本カイノール株式会社は、平成18年８月11

日及び平成18年９月８日の株式取得に伴い、みなし取

得日を平成18年９月末日としております。 

 また、前連結会計年度まで連結子会社であった群栄

興産株式会社は、当連結会計年度より持分法適用会社

となりました。

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社数 ２社

 会社等の名称

  日本カイノール㈱

  ユニプラ㈱

２ 持分法の適用に関する事項

 持分法を適用した関連会社数 ２社 

 会社等の名称 

  ユニプラ㈱ 

  群栄興産㈱

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社のうち、タイ ジーシーアイ レヂトッ

プ カンパニー リミテッドの決算日は12月31日であ

ります。

 連結財務諸表作成に当たっては、決算日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

   同左

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)

   時価のないもの 

    同左
――――――   ② デリバティブ取引により生ずる債権及び債務  

    時価法

② たな卸資産

主として月別総平均法による原価法

③ たな卸資産

 同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

 当社及び国内連結子会社については建物(建物

附属設備は除く)は定額法、その他は定率法によ

っております。

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

 また、在外連結子会社については、見積り耐用

年数による定額法によっております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

  同左

② 無形固定資産

定額法によっております。

 なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産

  同左



 
  

 ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

     同左

② 賞与引当金

 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。

② 賞与引当金

     同左

―――――― ③ 役員賞与引当金

 役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

（会計方針の変更）

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 

企業会計基準第４号）を適用しております。

 この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益が10百万円減

少しております。

 なお、セグメント情報に与える影響額は、当該

箇所に記載しております。

③ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

 なお、会計基準変更時差異については、10年に

わたり定額法で費用処理しております。

 数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５年)に

わたり、発生の翌連結会計年度より定額法で費用

処理しております。

 在外連結子会社は、該当事項がありません。

(追加情報)

当社は、当連結会計年度において平成18年６月

１日付で退職金制度を適格退職年金制度及び退職

一時金制度から確定拠出年金制度及び退職一時金

制度に変更することが確定したことに伴い、「退

職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業

会計基準適用指針第１号)及び「退職給付制度間

の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第２号）を適用し、当該変更に伴

い発生が見込まれる退職給付引当金不足額等104

百万円を特別損失に計上しております。

④ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

 なお、会計基準変更時差異については、10年に

わたり定額法で費用処理しております。

 数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５年)に

わたり、発生の翌連結会計年度より定額法で費用

処理しております。

 在外連結子会社は、該当事項がありません。

(追加情報)

当社は、平成18年６月１日付で退職金制度を適

格退職年金制度及び退職一時金制度から確定拠出

年金制度及び退職一時金制度に変更しておりま

す。 

 変更に際し、「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）及

び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第２号）を適用

したことに伴い発生した退職給付引当金の不足額

は、前連結会計年度で特別損失に計上しておりま

す。 

 なお、この変更に伴い従来の制度と比較し、退

職給付引当金は127百万円、税金等調整前当期純

利益は29百万円それぞれ多く計上されておりま

す。

④ 役員退職慰労引当金

 当社、群栄商事株式会社及び群栄ボーデン株式

会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上しております。

⑤ 役員退職慰労引当金

 群栄商事株式会社、群栄ボーデン株式会社及び

日本カイノール株式会社は、役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

（追加情報）

 当社は、平成18年６月29日開催の定時株主総会



 
  

において、当該内規を廃止し今後役員退職慰労金

の支給を行わないことを決議いたしました。

 従って、役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、当該決議以前は内規に基づき計上しておりま

すが、当該決議以降は新たに発生しておらず、当

連結会計年度末において発生している役員退職慰

労金は、当該決議以前から在任している役員に対

する支給確定額であり、長期未払金として固定負

債の「その他」に含めて計上しております。



  

 

  

会計方針の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (4) 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

    同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） 金利スワップ取引

（ヘッジ対象） 保有する社債の受取金利

③ ヘッジ方針

将来における金利変動リスクの回避を目的と

して行っております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件

が同一であり、相場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺するものと想定すること

ができるため、ヘッジの有効性の判定は省略し

ております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

   同左

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

    同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定は、全額発生年度に償却しておりま

す。

――――――  

――――――  ６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項  

のれん及び負ののれんは、５年間で均等償却してお

ります。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

 利益処分又は損失処理の取扱い方法については、連

結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に基づ

いております。

――――――   

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金・要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資からなっております。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   同左

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等）     

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準

等の一部改正）

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表



 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 最終改正平成18年８月11日 企業会計基準

第１号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準の適用指針」（企業会計委員会 最終改

正平成18年８月11日 企業会計基準適用指針第２号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計額に相当する金額

は39,911百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（連結損益計算書）

１ 前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「租税公課」（前連結会計

年度11百万円）については、営業外費用の10／100を

超えることとなったため独立掲記しております。

２ 前連結会計年度まで独立掲記しておりました「貸

倒引当金繰入額」（当連結会計年度０百万円）は、

営業外費用の10／100以下となったため、営業外費用

の「その他」に含めて表示しております。

３ 前連結会計年度まで独立掲記しておりました「会

員権評価損」（当連結会計年度０百万円）は、特別

損失の10／100以下となったため特別損失の「その

他」に含めて表示しております。

 
（連結キャッシュ・フロー計算書）

  前連結会計年度まで独立掲記しておりました「会

員権評価損」（当連結会計年度０百万円）は、重要

性が低くなったため、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しております。

――――――



  
注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

 投資有価証券 418百万円

 
 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

 投資有価証券 271百万円

 

 ２ 受取手形割引高は39百万円であります。

   受取手形裏書譲渡高は13百万円であります。

 ――――――

   

※３ 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。

※３ 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。

 

※４ 自己株式の保有数

 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有

する連結財務諸表提出会社の株式の数は以下のと

おりであります。

 普通株式 13,402,140株

 ――――――

 

 ――――――

 

 

※５ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が、

連結会計年度末残高に含まれております。 

 

 受取手形 231百万円

 支払手形 27百万円



(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

運送・保管費 695百万円

給料 567

賞与引当金繰入額 96

退職給付費用 55

役員退職慰労引当金繰入額 28

減価償却費 77

研究開発費 269

その他 1,293

   計 3,084

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

運送・保管費 631百万円

給料 591

賞与引当金繰入額 57

役員賞与引当金繰入額 10

退職給付費用 55

役員退職慰労引当金繰入額 8

減価償却費 109

研究開発費 245

その他 1,388

   計 3,094

 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

一般管理費 269百万円

当期製造費用 657

   計 926
  

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

一般管理費 245百万円

当期製造費用 640

   計 885

 

※３ 固定資産処分損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 9百万円

機械装置及び運搬具 20

その他 3

   計 33
 

※３ 固定資産処分損の内容は、次のとおりでありま

す。

機械装置等の撤去 123百万円

機械装置及び運搬具 13

その他 1

   計 138

 ―――――― ※４ 固定資産評価損 357百万円は、連結会社間土地等

取引の未実現損失であります。

 ――――――

 

※５ 減損損失

  当社グループは以下の資産について減損損失を

計上しております。

用途 

(場所)
種類

減損損失 

(百万円)

樹脂製造設備等 

(群馬県高崎市)

建物及び 

構築物
282

機械及び 

装置等
173

ソフトウエ

ア等
4

 遊休資産 

(群馬県六合村)
土地(１件) 1

  当社グループは、事業の種類別セグメントを基

礎として事業の関連性によりグルーピングしてお

ります。

  化学品事業の樹脂製造設備等における資産グル

ープについては、新工場建設による生産集中化に

より、高崎工場における当該資産が休止状態であ

り、将来の使用も乏しいため、回収可能価額まで

減額し、当該減少額460百万円を減損損失として

特別損失へ計上しております。

  なお、回収可能価額は、主として正味売却価額

を基に算定しております。

  また、遊休土地の価額が著しく下落しているた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減



 
  

  

少額を減損損失１百万円として特別損失に計上して

おります。

  なお、回収可能価額は、路線価を基に算定して

おります。

※６ 退職金制度変更による損失の内訳は、次のとお

りであります。

退職金制度変更に伴う不足額 103百万円

その他 0

   計 104

 ――――――

 



次へ 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 市場からの買取りによる増加               2,932,000株 

 単元未満株式の買取り請求による増加            184,200株 

 持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分  6,909株 

 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少              20,243株 

  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
(注) 純資産減少割合は0.006であります。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 89,983,085 ─ ─ 89,983,085

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 13,402,140 3,123,109 20,243 16,505,006

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 536 7 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月10日 
取締役会

普通株式 227 3 平成18年９月30日 平成18年12月13日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 
定時株主総会

普通株式 資本剰余金 220 3 平成19年３月31日 平成19年６月28日



  



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,028百万円

短期金融資産（３ヶ月以内） 1,520

  計 4,548

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金
△78

現金及び現金同等物 4,470

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,402百万円

有価証券 1,207

短期金融資産（３ヶ月以内） 200

  計 4,809

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金
△60

ＭＭＦを除く有価証券 △1,198

現金及び現金同等物 3,550

――――――

 

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

 日本カイノール㈱（平成18年９月30日現在）

流動資産 721百万円

固定資産 67

資産合計 789

流動負債 339

固定負債 10

負債合計 349

――――――

 

※３ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 群栄興産㈱（平成18年９月30日現在）

流動資産 55百万円

固定資産 18

資産合計 74

流動負債 20

固定負債 7

負債合計 28



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側）

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

機械装置 
及び運搬具

その他 
(工具・器
具・備品)

合計

（百万円） （百万円） （百万円）

取得価額 
相当額

22 156 179

減価償却累 
計額相当額

8 96 105

期末残高 
相当額

13 60 74

機械装置
及び運搬具

その他 
(工具・器
具・備品)

合計

（百万円） （百万円） （百万円）

取得価額
相当額

18 271 290

減価償却累
計額相当額

9 91 100

期末残高
相当額

8 180 189

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 32百万円

１年超 41

合計 74

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 53百万円

１年超 136

合計 189

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 46
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 47百万円

減価償却費相当額 47

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

   同左



次へ 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― （貸主側）

① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

その他
(工具・器
具・備品)

合計

（百万円） （百万円）

取得価額 147 147

減価償却累計額 68 68

期末残高 78 78

② 未経過リース料期末残高

１年内 26百万円

１年超 51

合計 78

   なお、未経過リース料期末残高及び見積残存価額の

残高の合計額は、未経過リース料期末残高が営業債権

の期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み

法により算定しております。

 

 

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料 31百万円

減価償却費 31

 上記の物件は全て転リースによるものでありま

す。



  



(有価証券関係) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

区分

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

連結決算日
における連結
貸借対照表
計上額
(百万円)

連結決算日
における時価
(百万円)

差額
(百万円)

連結決算日
における連結
貸借対照表
計上額
(百万円)

連結決算日 
における時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

時価が連結貸借対照表計
上額を超えるもの

― ― ― 100 100 0

時価が連結貸借対照表計
上額を超えないもの

1,699 1,528 △171 3,001 2,805 △196

合計 1,699 1,528 △171 3,101 2,905 △196

区分

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

取得原価 
(百万円)

連結決算日
における連結
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結決算日 
における連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

①株式 2,392 6,245 3,853 2,231 5,025 2,793

②債券 4,406 4,418 12 1,998 2,006 7

③その他 563 789 226 ─ ─ ─

小計 7,361 11,454 4,092 4,230 7,032 2,801

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

①株式 4 4 △0 6 5 △1

②債券 7,536 7,407 △128 7,222 7,174 △48

③その他 ― ― ― 10 9 △1

小計 7,540 7,411 △128 7,239 7,188 △50

合計 14,902 18,866 3,963 11,470 14,220 2,750



３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

４ 時価評価されていない有価証券 

  

 
(注) 上記金額は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評

価損９百万円を計上しております。 

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

  

 
  

区分
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

売却額 (百万円) 0 1,541

売却益の合計額 (百万円) 0 614

売却損の合計額 (百万円) ― 1

区分

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円)

 その他有価証券

  ①非上場株式 505 858

  ②ＭＭＦ ─ 8

合計 505 867

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

① 債券

   国債・地方債等 300 ― ― ―

   社債 1,900 3,500 1,000 ―

   その他 600 2,600 2,500 1,000

② その他 ― ― ― ―

合計 2,800 6,100 3,500 1,000

区分
１年以内 
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

① 債券

   国債・地方債等 ─ ─ ─ ─

   社債 500 3,400 1,000 ─

   その他 700 2,200 2,200 2,100

② その他 8 ─ ─ ─

合計 1,208 5,600 3,200 2,100



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

① 取引の内容及び利用目的等

 当社は、通常の運用の範囲で、金利の相場変動に備

え、一定の契約額を限度として債券に係る金利変動リ

スクをヘッジするため、一時的に金利スワップ取引を

行っております。

 なお、当該金利スワップ取引については、ヘッジ会

計を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） 金利スワップ取引

（ヘッジ対象） 保有する社債の受取金利

(3) ヘッジ方針

将来における金利変動リスクの回避を目的として

行っております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同

一であり、相場変動またはキャッシュ・フロー変動

を完全に相殺するものと想定することができるた

め、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

② 取引に対する取組方針

 当社の利用するデリバティブ取引は、ヘッジ目的の

取引のみであり、投機目的による継続的なデリバティ

ブ取引は行わない方針であります。

③ 取引に係るリスクの内容

 当社の利用する金利スワップ取引は、市場金利の変

動によるリスクは有しておりますが、金利スワップ取

引の契約先は信用度の高い国内金融機関であり、相手

方の契約不履行による信用リスクはほとんどないと認

識しております。

④ 取引に係るリスク管理体制

当社のデリバティブ取引についての実行及び管理は

管理本部（経理担当部署）が行っておりますが、社内

管理規程に従い、取締役会において報告することにな

っております。

① 取引の内容及び利用目的等

  同左

(1) ヘッジ会計の方法

 同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

 同左

(3) ヘッジ方針

 同左

(4) ヘッジの有効性評価の方法

 同左

② 取引に対する取組方針

  同左

③ 取引に係るリスクの内容

  同左

④ 取引に係るリスク管理体制

 同左



前へ   次へ 

２ 取引の時価等に関する事項 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

  

当連結会計年度末(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

  



  



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社２社(群栄ボーデン株式会社他

１社)は、退職金制度の80％相当額について適格退職

年金制度を採用し、残額については退職一時金制度を

採用しております。また、従来の退職金制度に上積み

して総合設立型厚生年金基金を採用しております。

  また、その他の連結子会社のうち１社は退職金規程

に基づく退職一時金制度を採用しております。

  なお、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」に記載のとおり、当社は平成18年６月１日付

で退職金制度の変更が確定しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社２社（群栄ボーデン株式会社他

１社）は、退職金制度の50％相当額について確定拠出

年金制度を採用し、残額については退職一時金制度を

採用しております。また、退職金制度に上積みして総

合設立型厚生年金基金を採用しております。 

 また、その他の連結子会社のうち２社は退職金規定

に基づく退職一時金制度を採用しております。 

 なお、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」に記載のとおり、当社は平成18年６月１日付

で退職金制度の変更を行っております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 2,443百万円

  (内訳)

② 未認識過去勤務債務 ―

③ 未認識数理計算上の差異 40

④ 会計基準変更時差異の未処理額 132

⑤ 年金資産 1,301

⑥ 退職金制度変更に伴う不足額 103

⑦ 退職給付引当金 1,072

  なお、上記以外に厚生年金基金の年金資産(2,122百

万円)は、基金時価資産から掛金拠出金割合にて算出

しております。

  また、退職金制度変更に伴う不足額の内訳は、次の

とおりであります。

① 退職給付債務の減少見込額 △1,578百万円

② 年金資産の減少見込額 1,310

③ 未認識数理計算上の差異一括償

却見込額
32

④ 会計基準変更時差異一括償却見

込額
89

⑤ 過去勤務債務処理見込額 249

 計 103

 

２ 退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務 1,137百万円

  (内訳)

② 未認識過去勤務債務 ─

③ 未認識数理計算上の差異 △13

④ 会計基準変更時差異の未処理額 27

⑤ 年金資産 ─

⑥退職給付引当金 1,123

   

 なお、上記以外に厚生年金基金の年金資産(2,144

百万円)は、基金時価資産から掛金拠出金割合にて算

出しております。 

 また、中小企業退職金共済の年金資産（9百万円）

は、積立総額によっております。

  

 

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 113百万円

② 利息費用 53

③ 期待運用収益 △34

④ 過去勤務債務の費用処理額 ―

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 55

⑥ 会計基準変更時差異の費用処理額 33

⑦ 退職金制度変更に伴う費用処理額 103

⑧ 退職給付費用 324

  なお、退職金制度変更に伴う費用処理額は特別損失

に計上しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 70百万円

② 利息費用 34

③ 期待運用収益 △6

④ 過去勤務債務の費用処理額 ─

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 4

⑥ 会計基準変更時差異の費用処理額 15

⑦ 退職給付費用 118

  



  

 
  

(税効果会計関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

 

 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法

   期間定額基準

② 割引率 2.3％

③ 期待運用収益率 3.0％

④ 過去勤務債務の額の処理年数

   発生年度に全額費用処理することとしておりま
す。

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

  (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数にわたり定額法で費用処理する方法。ただ
し、発生の翌連結会計年度から費用処理すること
としております。)

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数 10年

 

 

 

 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法

   期間定額基準

② 割引率 2.3％

③ 期待運用収益率 3.0％

④ 過去勤務債務の額の処理年数

  発生年度に全額費用処理することとしておりま
す。

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数にわたり定額法で費用処理する方法。ただ
し、発生の翌連結会計年度から費用処理すること
としております。)

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数 10年

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

  減損損失否認額 371百万円

  退職給付引当金否認額 433

  役員退職慰労引当金否認額 139

  賞与引当金否認額 131

  会員権評価損否認額 111

  その他 153

 繰延税金資産小計 1,341

  評価性引当額 △438

 繰延税金資産合計 902

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 △1,605

  その他 △18

 繰延税金負債合計 △1,624

 繰延税金負債純額 △722

 流動資産－繰延税金資産 213百万円

 固定負債－繰延税金負債 △935

 

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

  減損損失 486百万円

  退職給付引当金 445

  繰越欠損金 116

  会員権評価損 102

  賞与引当金 80

  その他 272

 繰延税金資産小計 1,502

  評価性引当額 △650

 繰延税金資産合計 852

 繰延税金負債

  その他有価証券評価差額金 △1,114

  その他 △40

 繰延税金負債合計 △1,155

 繰延税金負債純額 △302

 流動資産－繰延税金資産 167百万円

 固定負債－繰延税金負債 △469

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項

目
0.9

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目
△0.5

評価性引当額 △10.7

住民税均等割等 0.5

在外子会社の税率による影響 △2.5

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.9
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項

目
2.5

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目
△2.5

評価性引当額 12.5

繰越欠損金 15.6

住民税均等割等 1.4

在外子会社の税率による影響 △17.5

その他 △5.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.7



前へ 

 
  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 化学品事業……工業用フェノール樹脂及びその関連製品、化学工業薬品 

(2) 食品事業………異性化糖、穀物シロップ、水飴、オリゴ糖及びその関連製品 

(3) その他事業……高機能繊維、その他 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(22,351百万円)の主なものは、当社での余資運用資金

(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

化学品事業 
(百万円)

食品事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

13,173 7,616 2,454 23,245 ― 23,245

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 13,173 7,616 2,454 23,245 (―) 23,245

営業費用 11,616 6,871 2,309 20,797 ― 20,797

営業利益 1,556 745 145 2,447 (―) 2,447

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 21,221 8,660 3,916 33,797 22,351 56,149

減価償却費 575 556 81 1,213 ― 1,213

資本的支出 2,760 1,056 77 3,894 ― 3,894



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 化学品事業……工業用フェノール樹脂及びその関連製品、化学工業薬品 

(2) 食品事業………異性化糖、穀物シロップ、水飴、オリゴ糖及びその関連製品 

(3) その他事業……高機能繊維、その他 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(18,409百万円)の主なものは、当社での余資運用資金

(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金の

計上基準 ③役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法に比べて、営業費用は「化学品事業」が６百万円、「食品事業」が３百万円、「その他事

業」が０百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18

年４月１日 至 平成19年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合が、

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

化学品事業 
(百万円)

食品事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

14,109 4,954 2,989 22,053 ― 22,053

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 14,109 4,954 2,989 22,053 (―) 22,053

営業費用 12,917 5,513 2,846 21,277 ― 21,277

営業利益又は営業損失(△) 1,192 △559 143 776 (―) 776

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

資産 24,157 7,917 4,056 36,131 18,409 54,541

減価償却費 1,167 596 75 1,839 ― 1,839

減損損失 437 0 24 462 ― 462

資本的支出 3,427 1,165 544 5,137 ― 5,137



【海外売上高】 

前連結会計年度(自  平成17年４月１日  至  平成18年３月31日) 

  

 
  

当連結会計年度(自  平成18年４月１日  至  平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国または地域 

  (1) アジア…………………タイ王国、マレーシア、韓国、中国 

  (2) その他の地域…………米国、ドイツ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア（百万円） その他の地域（百万円） 計（百万円）

Ⅰ 海外売上高 2,623 247 2,870

Ⅱ 連結売上高 ― ― 23,245

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

11.3 1.1 12.4

アジア（百万円） その他の地域（百万円） 計（百万円）

Ⅰ 海外売上高 2,596 393 2,990

Ⅱ 連結売上高 ― ― 22,053

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

11.8 1.8 13.6



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

子会社等 

  

 
(注) 上記取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 当社製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、

一般的条件と同様に決定しております。 

２ 商品等の購入については、市場価格等を勘案して決定しております。 

  

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連 
会社

日本 
カイノー
ル㈱

大阪府 
大阪市

151
防炎繊維
の製造販
売

所有

直接
 39.7％

兼任３人

当社製品
の販売及
び商品等
の購入

営業
取引

当社製
品の販
売

545 売掛金 176

商品等
の購入

0 ― ―



(１株当たり情報) 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 549.98円 １株当たり純資産額 543.10円

１株当たり当期純利益 21.03円 １株当たり当期純利益 2.36円

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

 連結損益計算書上の当期純利益 1,666百万円

 普通株式に係る当期純利益 1,611百万円

 普通株主に帰属しない金額の主な内訳

  利益処分による取締役賞与金 55百万円

 普通株式の期中平均株式数 76,613,727株
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

 連結損益計算書上の当期純利益 178百万円

 普通株式に係る当期純利益 178百万円

 普通株主に帰属しない金額の主な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数 75,532,320株

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社は、平成18年６月29日開催の定時株主総会におい

て、資本金減少の議案が承認可決されました。

(1) 目的 ： 配当分配可能額の充実を図る
とともに、今後の機動的かつ
柔軟な資本政策に備えること
を目的とします。 
 

(2) 減少すべき
 資本金の額

： 15,305百万円

(3) 減少後の資

  本金の額

： 5,000百万円

(4) 方法 ： 発行済株式総数の変更を行わ
ず、資本金の額を無償で減少
させ、その全額をその他資本
剰余金へ振替えます。

(5) 効力発生日 ： 平成18年８月３日（予定） 
 

――――――



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期中の加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(一年内に返済するものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額は以

下のとおりであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,670 1,770 0.64 ―

一年内に返済する長期借入金 1,121 1,563 1.19 ―

長期借入金(一年内に返済するもの
を除く)

2,215 3,224 1.27
平成20.8.28～ 

 平成28.9.21

合計 5,007 6,558 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内 
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

1,449 800 150 150



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,636 1,945

 ２ 受取手形
※１ 
※６

1,117 23

 ３ 売掛金 ※１ 4,779 5,590

 ４ 有価証券 2,795 1,198

 ５ 商品 26 9

 ６ 製品 1,102 1,012

 ７ 半製品 383 411

 ８ 原材料 438 333

 ９ 仕掛品 69 66

 10 貯蔵品 56 61

 11 前払費用 45 47

 12 繰延税金資産 187 151

 13 短期金融資産 1,500 ―

 14 その他 425 335

   貸倒引当金 △1 △0

   流動資産合計 14,562 27.3 11,188 21.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 13,528 13,965

    減価償却累計額 ※２ △7,344 6,183 △7,798 6,167

  (2) 構築物 4,745 4,862

    減価償却累計額 ※２ △3,579 1,165 △3,798 1,064

  (3) 機械及び装置 22,019 23,517

    減価償却累計額 ※２ △16,992 5,027 △18,080 5,436

  (4) 車輛運搬具 138 129

    減価償却累計額 ※２ △125 12 △116 12

  (5) 工具・器具・備品 2,061 2,252

    減価償却累計額 ※２ △1,629 432 △1,752 499

  (6) 土地 4,860 7,589

  (7) 建設仮勘定 528 0

   有形固定資産合計 18,210 34.1 20,771 40.6



 

  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) 特許権 1 1

  (2) ソフトウェア 152 112

  (3) 施設利用権 4 3

  (4) 電話加入権 5 5

   無形固定資産合計 164 0.3 123 0.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 18,196 16,872

  (2) 関係会社株式 952 1,144

  (3) 長期貸付金 91 ―

  (4) 関係会社長期貸付金 409 268

  (5) 長期前払費用 19 19

  (6) 長期未収入金 307 308

  (7) その他 626 676

    貸倒引当金 △140 △139

   投資その他の資産合計 20,462 38.3 19,151 37.4

   固定資産合計 38,837 72.7 40,046 78.2

   資産合計 53,400 100 51,234 100



 

  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,816 2,251

 ２ 短期借入金 1,500 1,500

 ３ 一年内に返済する長期借入金 1,050 1,521

 ４ 未払金 2,774 1,506

 ５ 未払法人税等 65 78

 ６ 前受金 11 0

 ７ 預り金 15 28

 ８ 賞与引当金 303 155

 ９ 役員賞与引当金 ― 10

 10 その他 1 4

   流動負債合計 7,537 14.1 7,056 13.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 2,000 3,224

 ２ 繰延税金負債 968 468

 ３ 退職給付引当金 1,058 1,076

 ４ 役員退職慰労引当金 251 ―

 ５ その他 114 303

   固定負債合計 4,393 8.2 5,072 9.9

   負債合計 11,931 22.3 12,128 23.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 20,305 38.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 7,927 ―

 ２ その他資本剰余金

   (1)資本準備金減少差益 3,844 ―

   (2)自己株式処分差益 1 3,845 ― ―

   資本剰余金合計 11,773 22.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

   当期未処分利益 10,338 ―

   利益剰余金合計 10,338 19.4 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※４ 2,346 4.4 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※５ △3,293 △6.2 ― ―

   資本合計 41,469 77.7 ― ―

   負債・資本合計 53,400 100 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 5,000 9.8

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 7,927

  (2) その他資本剰余金 18,922

    資本剰余金合計 26,849 52.4

 ３ 利益剰余金

      その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 9,942

    利益剰余金合計 9,942 19.4

 ４ 自己株式 △4,303 △8.4

   株主資本合計 37,488 73.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価差額金 1,622 3.1

 ２ 繰延ヘッジ損益 △5 △0.0

   評価・換算差額等合計 1,617 3.1

   純資産合計 39,105 76.3

   負債純資産合計 51,234 100



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 ※１ 17,163 15,484

 ２ 商品売上高 1,844 1,062

 ３ その他売上高 ※１ 176 19,184 100 220 16,767 100

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 41 26

 ２ 製品期首たな卸高 860 1,102

 ３ 当期商品仕入高 ※１ 1,673 944

 ４ 当期製品製造原価
※１ 
※３

13,310 13,406

 ５ その他売上原価 61 64

    合計 15,947 15,543

 ６ 他勘定振替高 ※２ 12 0

 ７ 商品期末たな卸高 26 9

 ８ 製品期末たな卸高 1,102 14,806 77.2 1,012 14,520 86.6

   売上総利益 4,378 22.8 2,246 13.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運送・保管費 654 575

 ２ 役員報酬 103 97

 ３ 給料 401 341

 ４ 賞与引当金繰入額 81 33

 ５ 役員賞与引当金繰入額 ― 10

 ６ 退職給付費用 46 36

 ７ 役員退職慰労引当金繰入額 20 5

 ８ 減価償却費 65 98

 ９ 異性化糖調整金 198 169

 10 研究開発費 ※３ 235 219

 11 その他 697 2,505 13.0 648 2,234 13.3

   営業利益 1,872 9.8 12 0.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 13 11

 ２ 有価証券利息 130 168

 ３ 受取配当金 107 217

 ４ 投資有価証券売却益 ― 132

 ５ 為替差益 33 8

 ６ その他 39 325 1.7 37 576 3.4



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 34 50

 ２ 租税公課 48 52

 ３ その他  7 90 0.5 11 115 0.7

   経常利益 2,107 11.0 473 2.8

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 ― 484

 ２ 貸倒引当金戻入額 1 1 0.0 1 485 2.9

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※４ 32 138

 ２ 減損損失 ※５ ― 460

 ３ 投資有価証券評価損 ― 8

 ４ 退職金制度変更による損失 ※６ 104 ―

 ５ 事務所移転費用 ─ 136 0.7 4 611 3.6

   税引前当期純利益 1,971 10.3 347 2.1

   法人税、住民税及び事業税 58 128

   法人税等調整額 548 607 3.2 29 158 1.0

   当期純利益 1,364 7.1 188 1.1

   前期繰越利益 9,204

   中間配当額 230

   当期未処分利益 10,338



製造原価明細書 

  

 
  

(注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 9,094 67.8 8,782 65.4

Ⅱ 労務費 1,912 14.3 1,693 12.6

Ⅲ 経費 ※１ 2,394 17.9 2,954 22.0

  当期総製造費用 13,401 100 13,430 100

  半製品及び仕掛品期首たな卸高 361 453

合計 13,763 13,884

  半製品及び仕掛品期末たな卸高 453 477

  当期製品製造原価 13,310 13,406

前事業年度 当事業年度

 

※１ 経費中の主な内訳は、次のとおりであります。

減価償却費 988百万円
 

※１ 経費中の主な内訳は、次のとおりであります。

減価償却費 1,575百万円

 ２ 原価計算方法

   等級別総合原価計算方法による実際原価計算を採

用しております。

 ２ 原価計算方法

    同左



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は株主総会承認日であります。 

  

前事業年度
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

（当期未処分利益の処分）

Ⅰ 当期未処分利益 10,338

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 306

 ２ 取締役賞与金 50 356

Ⅲ 次期繰越利益 9,981

（その他資本剰余金の処分）

Ⅰ その他資本剰余金

 １ 資本準備金減少差益 3,844

 ２ 自己株式処分差益 1 3,845

Ⅱ その他資本剰余金処分額

   配当金 229 229

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越額

 １ 資本準備金減少差益 3,614

 ２ 自己株式処分差益 1 3,615



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金
その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 20,305 7,927 3,845 10,338

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △229 △534

 取締役賞与金 △50

 当期純利益 188

 自己株式の処分 1

 無償減資による資本金から 
 その他資本剰余金への振替

△15,305 15,305

事業年度中の変動額合計(百万円) △15,305 15,076 △395

平成19年３月31日残高(百万円) 5,000 7,927 18,922 9,942

株主資本 評価・換算差額等

自己株式 株主資本合計
その他有価証券 

 
評価差額金 

 

繰延ヘッジ損益

平成18年３月31日残高(百万円) △3,293 39,123 2,346 ―

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △764

 取締役賞与金 △50

 当期純利益 188

 自己株式の取得 △1,015 △1,015

 自己株式の処分 5 6

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

△723 △5

事業年度中の変動額合計(百万円) △1,010 △1,635 △723 △5

平成19年３月31日残高(百万円) △4,303 37,488 1,622 △5



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

   償却原価法(定額法)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 満期保有目的の債券 

    同左

 (2) 子会社株式及び関連会社株式

   移動平均法による原価法

 (2) 子会社株式及び関連会社株式

    同左

 (3) その他有価証券

   時価のあるもの

    決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定)

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

 (3) その他有価証券

   時価のあるもの

    決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定)

   時価のないもの

    同左

―――――― ２ デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債 

  務の評価基準及び評価方法  

   時価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品・製品・半製品・原材料・仕掛品 

   月別総平均法による原価法

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 商品・製品・半製品・原材料・仕掛品 

    同左

 (2) 貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法

 (2) 貯蔵品 

    同左

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   建物(建物附属設備は除く)は定額法、その他は定

率法によっております。

   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。

４ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

    同左

 (2) 無形固定資産

   定額法によっております。

   なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。

   ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

 (2) 無形固定資産

    同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

    同左

 (2) 賞与引当金

    同左



前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― (3) 役員賞与引当金

   役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会

計基準第４号）を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が10百万円減少しており

ます。

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

   なお、会計基準変更時差異については10年にわた

り定額法で費用処理しております。

   数理計算上の差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５年)にわた

り発生の翌事業年度より定額法で費用処理しており

ます。

  （追加情報）

   当事業年度において平成18年６月１日付で退職金

制度を適格退職年金制度及び退職一時金制度から確

定拠出年金制度及び退職一時金制度に変更すること

が確定したことに伴い、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関

する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号）を適

用し、当該変更に伴い発生が見込まれる退職給付引

当金の不足額等104百万円を特別損失に計上してお

ります。

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる額を計上して

おります。

   なお、会計基準変更時差異については10年にわた

り定額法で費用処理しております。

   数理計算上の差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５年)にわた

り発生の翌事業年度より定額法で費用処理しており

ます。 

（追加情報） 

 平成18年６月１日付で退職金制度を適格退職年金

制度及び退職一時金制度から確定拠出年金制度及び

退職一時金制度に変更しております。 

 変更に際し「退職給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指針第１号）及び「退

職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第２号）を適用したことに

伴い発生した退職給付引当金の不足額等は前事業年

度において特別損失に計上しております。 

 なお、この変更に伴い従来の制度と比較し、退職

給付引当金は127百万円、税引前当期純利益は12百

万円それぞれ多く計上されております。

 (4) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

――――――

    

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

６ リース取引の処理方法

   同左

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理によっております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   (ヘッジ手段) 金利スワップ取引

   (ヘッジ対象) 保有する社債の受取金利

 (3) ヘッジ方針

   将来における金利変動リスクの回避を目的として

行っております。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同

一であり、相場変動またはキャッシュ・フロー変動

を完全に相殺するものと想定することができるた

め、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

７ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

    同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

    同左

 (3) ヘッジ方針

    同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

    同左



 
  

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   同左



会計方針の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（ロイヤルティ収入の計上区分変更）  

 従来、「営業外収益」に計上しておりました「ロイヤ

ルティ収入」は当事業年度から「売上高」に含めて計上

する方法に変更いたしました。

 この変更は、ロイヤルティ収入に関する契約内容の変

更及び利益管理責任の明確化のために行った組織変更を

機に会計方針を再検討した結果、当該収入が当社の開発

した技術に基づき関係会社が製造販売を行うことにより

生ずる収入であり、近年関係会社の販売拡大に伴い、当

該収入の金額的重要性が高まる傾向にあることから損益

区分をより適切に表示するために行ったものでありま

す。

 なお、この変更により従来と同一の基準によった場合

と比較し、「売上高」及び「営業利益」はそれぞれ90百

万円増加しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正）   

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の減少

等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正

平成18年８月11日 企業会計基準第１号）及び「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11日

企業会計基準適用指針第２号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

39,111百万円であります。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（損益計算書） 

 前事業年度において販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「異性化糖調整金」

（前事業年度82百万円）は販売費及び一般管理費の総額

の5/100超となったため、当事業年度より区分掲記して

おります。 

 また、前事業年度において営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました「租税公課」（前事業年度11

百万円）は、営業外費用の10/100超となったため、当事

業年度より区分掲記しております。

（貸借対照表） 

 前事業年度まで独立掲記していた「短期金融資産」

（当事業年度200百万円）は、総資産額の1/100以下とな

ったため、流動資産の「その他」に含めて表示しており

ます。



追加情報 

  

 
  

注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― （役員退職慰労金） 

 平成18年６月29日開催の定時株主総会において、当該

内規を廃止し今後役員退職慰労金の支給を行わないこと

を決議いたしました。 

 従って、役員の退職慰労金の支出に備えるため、当該

決議以前は内規に基づき計上しておりますが、当該決議

以降は新たに発生しておらず、当事業年度末において発

生している役員退職慰労金は、当該決議以前から在任し

ている役員に対する支給確定額であり、長期未払金とし

て固定負債の「その他」に計上しております。 

（受取手形及び売掛金） 

 当事業年度において当社グループの組織変更を行い、

当社販売部門を子会社へ移管したため、販売経路は一部

を除き子会社経由で得意先への販売となりました。 

 この結果、従来受取手形で回収していた売上債権が子

会社からの売掛金となり、従来に比べ受取手形が1,207

百万円減少し、売掛金が同額増加しております。

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 関係会社に対する資産は、次のとおりでありま

す。

受取手形及び売掛金 1,639百万円

 
 

※１ 関係会社に対する資産は、次のとおりでありま

す。

売掛金 5,457百万円

 

※２ 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。

※２ 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。

 

 

※３ 会社が発行する株式 普通株式 176,211,000株

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに相

当する株式数を減ずることとなっております。

発行済株式総数   普通株式 89,983,085株

 

――――――

※４ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産が2,346百万

円増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定より、配当に充当することが制限されておりま

す。

――――――

※５ 会社が保有する自己株式  

  普通株式 13,334,876株  

 

――――――

―――――― ※６ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま



 
  

す。 

  受取手形           3百万円 

 



(損益計算書関係) 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 関係会社に対する事項は、次のとおりでありま

す。

製品等売上高 4,056百万円

ロイヤルティ収入 90

原材料等仕入高 4,012

 
 

※１ 関係会社に対する事項は、次のとおりでありま

す。

製品等売上高 9,650百万円

ロイヤルティ収入 105

 

 

※２ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

貯蔵品 0百万円

販売費及び一般管理費 0

営業外費用 12

   なお、営業外費用（製品廃棄損）12百万円は、発

生要因に対する営業外収益（損害求償額）と相殺し

ております。

 

※２ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 0百万円

  

 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

一般管理費 235百万円

当期製造費用 657

  計 892

 
 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

一般管理費 219百万円

当期製造費用 640

  計 859

 

 

※４ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 9百万円

機械及び装置 20

工具・器具・備品等 3

  計 32

 
 

※４ 固定資産処分損の内訳は、次のとおりでありま

す。

機械及び装置等の撤去費 123百万円

機械及び装置 12

工具・器具・備品等 2

  計 138

 

――――――

 

※５ 減損損失 

 当社は以下の資産について減損損失を計上してお

ります。

用途
（場所）

種類
減損損失 
（百万円）

樹脂製造設備等
（群馬県高崎市）

建物及び
構築物

282

機械及び
装置等

173

ソフトウェ
ア等

4

 当社は、事業の種類別セグメントを基礎として事

業の関連性によりグルーピングしております。 

 化学品事業の樹脂製造設備等における資産グルー

プについては、新工場建設による生産集中化によ

り、高崎工場における当該資産が休止状態であり、

将来の使用の見込みも乏しいため、回収可能価額ま

で減額し、当該減少額460百万円を減損損失として

特別損失へ計上しております。 

 なお、回収可能価額は、主として正味売却価額を

基に算出しております。

※６ 退職金制度変更による損失の内訳は、次のとお

りであります。

退職金制度変更に伴う不足額 103百万円

その他 0

   計 104

――――――



  



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   市場からの買取りによる増加      2,932,000株 

   単元未満株式の買取り請求による増加   184,200株 
  

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少    20,243株 

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 13,334,876 3,116,200 20,243 16,430,833



(リース取引関係) 

  

 
  

  

(有価証券関係) 

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

機械及び 
装置 

(百万円)

車輛 
運搬具 
(百万円)

工具器具 
備品 

(百万円)

合計 
  

(百万円)

取得価額 

相当額
3 10 32 46

減価償却累 

計額相当額
1 5 14 21

期末残高 

相当額
2 4 17 24

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

機械及び
装置 

(百万円)

車輛 
運搬具 

(百万円)

工具器具 
備品 

(百万円)

合計 
  

(百万円)

取得価額 

相当額
3 6 116 127

減価償却累 

計額相当額
2 4 19 25

期末残高 

相当額
1 1 97 101

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 9百万円

１年超 15

合計 24

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 22百万円

１年超 78

合計 101

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 19百万円

減価償却費相当額 19

 
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12

 

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

 



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

  

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産

 退職給付引当金否認額 427百万円

 減損損失否認額 368

 会員権評価損否認額 107

 賞与引当金否認額 122

役員退職慰労引当金否認額 101

 その他 120

繰延税金資産小計 1,248

 評価性引当額 △420

繰延税金資産合計 828

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △1,595

 その他 △14

繰延税金負債合計 △1,610

繰延税金負債の純額 △781

 

流動資産－繰延税金資産 187百万円

固定負債－繰延税金負債 △968

 
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  繰延税金資産

 減損損失 481百万円

 退職給付引当金 435

 会員権評価損 91

 未払役員退職慰労金 71

賞与引当金 62

 その他 155

繰延税金資産小計 1,298

 評価性引当額 △499

繰延税金資産合計 798

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 △1,102

 その他 △12

繰延税金負債合計 △1,114

繰延税金負債の純額 △316

 

流動資産－繰延税金資産 151百万円

固定負債－繰延税金負債 △468

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.6

評価性引当額 △10.4

住民税均等割額 0.5

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担税率 30.8
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△5.1

評価性引当額 23.7

住民税均等割額 2.3

その他 △19.3

税効果会計適用後の法人税等の負担税率 44.5



(１株当たり情報) 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 541.04円

 
１株当たり純資産額 531.68円

１株当たり当期純利益 17.14円 １株当たり当期純利益 2.49円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

 損益計算書上の当期純利益 1,364百万円

 普通株式に係る当期純利益 1,314百万円

 普通株主に帰属しない金額の主な内訳

  利益処分による取締役賞与金 50百万円

 普通株式の期中平均株式数 76,678,566株
 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

  損益計算書上の当期純利益 188百万円

  普通株式に係る当期純利益 188百万円

  普通株主に帰属しない金額の主な内訳

   該当事項はありません。

  普通株式の期中平均株式数 75,603,038株

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社は、平成18年６月29日開催の定時株主総会におい

て、資本金減少の議案が承認可決されました。

(1) 目的 ： 配当分配可能額の充実を図る
とともに、今後の機動的かつ
柔軟な資本政策に備えること
を目的とします。 
 

(2) 減少すべき
  資本金の額

： 15,305百万円

(3) 減少後の資

  本金の額

： 5,000百万円

(4) 方法 ： 発行済株式総数の変更を行わ
ず、資本金の額を無償で減少
させ、その全額をその他資本
剰余金へ振替えます。

(5) 効力発生日 ： 平成18年８月３日（予定） 
 

――――――



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価
証券

その 他有
価証券

株式会社横浜銀行 959,000 842

三井化学株式会社 743,000 765

株式会社群馬銀行 765,000 638

オイレス工業株式会社 191,500 495

日本レヂボン株式会社 422,000 390

株式会社みずほ 
フィナンシャルグループ

450 341

三井生命保険株式会社 6,004 300

三菱瓦斯化学株式会社 238,000 268

株式会社三菱ＵＦＪ 
フィナンシャル・グループ

187 248

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 27,600 224

株式会社八十二銀行 220,000 180

株式会社三井住友 
フィナンシャルグループ

154 164

株式会社ヒューマラボ 10 143

株式会社アルティス 20 115

東京応化工業株式会社 34,900 102

株式会社みずほ 
フィナンシャルグループ（優先株）

100 100

日東電工株式会社 17,600 97

NEWS CHEF 株式会社 20 89

ニッセイ同和損害保険株式会社 84,000 63

ソントン食品工業株式会社 53,000 61

その他21銘柄 ― 152

計 ― 5,787



【債券】 

  

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

有価証券
その他有
価証券

ジェイエフイーホールディングス株
式会社第３回無担保社債

300 299

日本ＧＭＡＣコマーシャル・モゲー
ジ株式会社2007年満期ユーロ円債

300 299

第 20 回 韓 国 産 業 銀 行 円 貨 債 券
（2002）

200 200

KAJIMA EUROPE BV.1903401 200 199

オリックス株式会社第71回無担保社
債

100 100

住友不動産株式会社第42回無担保社
債

100 100

小計 1,200 1,198

投資有価
証券

満期保有
目的の債
券

Exsport finans ASA早期償還条項付
ユーロ円建リバースフローター債

500 500

トウキョウマリン・フィナンシャル
ユーロ円債1549－9031

300 300

Toshiba Capital(Asia)Ltd.1905645 300 300

COMMONWEALTH BANK OF AUSTRALIA
1907257

300 300

三井住友銀リースユーロ円リバース
フローターコーラブル債

300 300

MIZUHO SECURITIES CBL S203 RG 300 300

大和証券ＳＭＢＣユーロ円リバース
フローターコーラブル債

200 200

BNP Paribasユーロ円スワップレート
連動債

200 200

NOMURA EUROPE FINACE NVユーロ円リ
バースフローター債

200 199

中国電力株式会社第326回社債 100 101

トウキョウマリン・フィナンシャル
ユーロ円マルチコーラブル債

100 100

Exsport finans ASA早期償還条項付
ユーロ円建リバースフローター債

100 100

MIZUHO  INTERNATIONAL  PLC  CBL 
S1047RG

100 100

Mitsubishi UFJ Securities 
International plcユーロ円リバース
フローター債 

100 100

小計 3,100 3,101

MIZUHO BANK LTD. CLBL S-10002 1,000 1,004

株式会社三山コーポレーション第１
回Ｆ号無担保社債

500 500

野村ホールディングス株式会社第４
回無担保社債

500 498

Saman Capital Limited シリーズ２
ユーロ円建2009年満期担償還条項付
固定利付債

500 496

住友生命劣後債権流動化特定目的会
社第１回Ｂ号特定社債

500 495

フォルクスワーゲン・ファイナン
ス・ジャパン株式会社ユーロ円債

500 495

オリックス株式会社第90回無担保社
債

300 297

ＵＦＪ信託銀行ユーロ円建期限付劣
後コーラブル債

200 201

太陽生命保険株式会社第１回期限前
償還条項付無担保社債

200 201

第一生命第２回基金流動化特定目的
会社第１回Ａ号特定社債

200 200

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行第19回
２号無担保社債

200 200

第 21 回 韓 国 産 業 銀 行 円 貨 債 券
（2003）

200 199

オリックス株式会社第81回無担保社
債

200 199



 
  

その他有
価証券

AMERICAN HONDA FINANCE CORP S-229 200 199

ゼネラル・エレクトリック・キャピ
タル・コーポレーション第13回円貨
債（2005）

200 198

日産自動車株式会社第43回無担保社
債

200 198

中央三井信託銀行株式会社第４回期
限前償還条項付無担保社債

200 198

フォルクスワーゲン・Ｉ・ファイナ
ンス・ＮＶ円貨債

200 198

第６回鉄道建設・運輸施設整備支援
機構債券

200 198

株式会社三井住友銀行ユーロ円期限
付劣後債

200 197

第１回Ａ号日本生命2005基金特定社
債

200 197

株式会社三井住友銀行ユーロ円永久
劣後債(TO-323)

100 101

みずほ信託銀行株式会社ユーロ円劣
後債

100 100

株式会社三井住友銀行ユーロ円永久
劣後債(TO-311)

100 100

第１回Ｂ号フコク生命基金流動化特
定社債

100 100

株式会社横浜銀行第８回期限前償還
条項付無担保社債

100 100

日本紙パルプ商事株式会社第２回無
担保社債

100 100

エルピーダメモリ株式会社第３回無
担保社債

100 100

第１回Ａ号フコク生命基金流動化特
定社債

100 99

第 １ 回 大 韓 住 宅 公 社 円 貨 債 券
（2004）

100 99

三菱化学株式会社第27回無担保社債 100 99

石川島播磨重工業株式会社第27回無
担保社債

100 99

株式会社日興コーディアルグループ
第４回無担保社債

100 99

丸紅株式会社第58回無担保社債 100 98

日産自動車株式会社第44回無担保社
債

100 98

小計 8,000 7,982

計 12,300 12,282



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)１ 「当期増加額」のうち主なものは、次のとおりであります。 

  建設仮勘定  群馬工場  合成樹脂製造設備   753百万円 

       群馬工場  ガスボイラー設備   321百万円 

       群馬工場  近隣土地購入等   2,728百万円 

     なお、有形固定資産（建設仮勘定を除く）の増加額は、建設仮勘定からの振替によるものです。 

２ 無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。 

３ 「当期末減価償却累計額又は償却累計額」の欄には、減損損失累計額が含まれております。 

４ 「当期償却額」の欄の（内書き）は減損損失計上額であります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 13,528 437 ─ 13,965 7,798
453

6,167
(198)

 構築物 4,745 126 9 4,862 3,798
219

1,064
(84)

 機械及び装置 22,019 1,868 370 23,517 18,080
1,349

5,436
(159)

 車輌運搬具 138 6 15 129 116
5

12
(0)

 工具・器具・備品 2,061 216 25 2,252 1,752
147

499
(13)

 土地 4,860 2,728 ─ 7,589 ─ ─ 7,589

 建設仮勘定 528 4,880 5,407 0 ─ ─ 0

  有形固定資産計 47,881 10,265 5,828 52,318 31,546
2,175

20,771
(456)

無形固定資産

 特許権 ─ ─ ─ 1 ─ ─ 1

 ソフトウェア ─ ─ ─ 172 60 36 112

 施設利用権 ─ ─ ─ 12 8 0 3

 電話加入権 ─ ─ ─ 5 ─ ─ 5

  無形固定資産計 ─ ─ ─ 192 68 37 123

長期前払費用 30 5 5 30 10 3 19

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―



【引当金明細表】 

  

 
(注) １．貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、債権回収による減少額であります。 

  ２．役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、役員退職慰労金制度廃止により支給確定額を長期未払

  金へ振替えたものであります。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 (注)１ 141 0 ─ 1 140

賞与引当金 303 155 303 ─ 155

役員賞与引当金 ─ 10 ─ ─ 10

役員退職慰労引当金 (注)２ 251 5 79 177 ─



 (2) 【主な資産及び負債の内容】 

  

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

 相手先別内訳 

  

 
  

 期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 2

預金

当座預金 1,934

普通預金 6

別段預金 2

計 1,943

合計 1,945

相手先 金額(百万円)

双日㈱ 10

ユニプラ㈱他 13

合計 23

期日 金額(百万円)

平成19年４月満期 21

平成19年５月満期 0

平成19年６月満期 0

合計 23



③ 売掛金 

 相手先別内訳 

  

 
  

 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 商品 

  

 
  

⑤ 製品 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

群栄商事㈱ 4,285

群栄ボーデン㈱ 1,172

その他 133

合計 5,590

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ)

当期回収高 
(百万円) 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ)

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)

(Ａ)＋(Ｄ)
÷

(Ｂ)
２ 365

4,779 17,368 16,556 5,590 74.8 109.0

品名 金額(百万円)

化学品関連商品 4

食品関連商品 4

合計 9

品名 金額(百万円)

合成樹脂 902

澱粉糖類 28

高機能繊維 81

合計 1,012



⑥ 半製品 

  

 
  

⑦ 原材料 

  

 
  

⑧ 仕掛品 

  

 
  

⑨ 貯蔵品 

  

 
  

品名 金額(百万円)

合成樹脂 238

澱粉糖類 173

合計 411

品名 金額(百万円)

主要材料 229

補助材料 82

荷造包装材料 16

燃料 6

合計 333

品名 金額(百万円)

合成樹脂 21

澱粉糖類 38

高機能繊維 6

合計 66

品名 金額(百万円)

イオン交換樹脂他 61

合計 61



⑩ 買掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

⑪ 長期借入金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

三井化学㈱ 589

三菱瓦斯化学㈱ 353

全国農業共同組合連合会 108

三井物産ソルベント・コーティング㈱ 100

その他 1,099

合計 2,251

区分 金額(百万円)

㈱群馬銀行 1,373

㈱みずほ銀行 836

㈱横浜銀行 660

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 146

㈱八十二銀行 110

㈱三井住友銀行 99

合計 3,224



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

 取得請求権付株式の取得を請求する権利 

 株主の有する株式数に応じて募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売渡すことを請求する権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、100株未満の株式についてはこれを表示
する株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号  三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号  三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき 10,000円

  株券登録料 １枚につき   500円

単元未満株式の買取り・
買増し

  取扱場所 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号  三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号  三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  買取・買増手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第89期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提

出。 

(2) 半期報告書 

事業年度 第90期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月15日関東財務局長に

提出。 

 
  

(3) 自己株券買付状況報告書 平成18年７月７日

平成18年８月２日

平成18年９月４日

平成18年10月３日

平成18年11月２日

平成18年12月４日

平成19年１月５日

平成19年２月１日

平成19年３月２日

平成19年４月３日

平成19年５月１日

及び 平成19年６月４日 関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

平成18年６月29日

群栄化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている群栄化学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、群栄化学工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、平成18年６月29日開催の定時株主総会において、資本金減少の

議案が承認可決された。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平 田      稔  ㊞

 

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  飯 田    輝 夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

平成19年６月27日

群栄化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている群栄化学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、群栄化学工業株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平 田      稔  ㊞

 

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福 田      厚  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査法人の監査報告書 
 

平成18年６月29日

群栄化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている群栄化学工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第89期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、群栄化学工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、従来、営業外収益に計上していたロイヤルティ収入

を、当期から売上高に含めて計上する方法へ変更した。 

また、重要な後発事象に記載されているとおり、平成18年６月29日開催の定時株主総会において、資本金

減少の議案が承認可決された。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以上 

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平 田      稔  ㊞

 

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  飯 田    輝 夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査法人の監査報告書 
 

平成19年６月27日

群栄化学工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている群栄化学工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第90期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、群栄化学工業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以上 

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平 田      稔  ㊞

 

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福 田      厚  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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